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第２部　自殺対策の実施状況

（奄美市役所市民課）

＜市民生活係外観＞ ＜相談者からの手紙＞

（首相官邸ホームページより） （首相官邸ホームページより）

事例紹介17　地域の取組

野洲市の取組
～多重債務を解決して自殺を防ぐ～

　「身内の男性が借金の返済が出来ずもう死ぬしかない、と言っている」と電話で相談があり、
すぐ男性を連れてきてもらいました。男性は、気力がなく「死ぬしかないけど死に方が分ら
ない」、「どうしようもない」を繰り返すばかり。相談員が「どうしようもないことはない。
私を信じてほしい」と時間をかけ説得し、借金の聞き取りを実施。すぐ司法書士に相談の予
約を取り、男性には「もう借金の心配はしなくてもいい」と伝えました。　
　男性は、疾病で仕事を辞めて、貯金を取り崩して一人暮らしをしていましたが、経済的な
不安から精神的に不調を訴えたため、健康推進課の保健師に連絡を取り、精神科での受診を
勧めました。同時に障害者自立支援医療による公的医療負担制度の利用につなげました。
　生活費に困窮していることから、今後の生活をどう組み立てるかなど社会福祉課のケース
ワーカーと連携し、生活保護も決定しました。
　また、一人暮らしで身の回りが心配なので、ヘルパー派遣のため介護保険の申請手続きを
高齢福祉課にも連携しました。司法書士から業者には受任通知が送られているので取り立て
も止まりました。
　多重債務を解決し、市役所の連携により生活再建ができ、自殺を防ぐことができたケース
です。
　野洲市では、組織として相談窓口・人権ネットワークという体制を構築しており、市民と
接する各担当窓口が借金の情報をキャッチすれば、相談者を消費生活相談窓口に速やかに案
内する連携をとっています。こうした取組により、「多重債務に悩んでいるが、どうすれば解
決できるのかわからない」「専門家の敷居が高い」「日々の返済に追われている」など、解決
への取組が遅れている人を市役所の各課がキャッチし、各課の市民サービスの提供、つまり
市役所の総合力による生活再建を提案することができるのです。
　多重債務の相談は、借金の解消だけでなく、その後の生活再建に向け、なにが必要かを考
え、担当課が連携して、最大限の行政サービスを支援していくことが必要です。これが、市
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役所で多重債務相談を受ける最大の強みであり、法律家とは違った、市役所しかできない大切
な役割と考えます。「困ったときは市役所へ」と市民に頼ってもらえることが、自殺防止の取
組に繋がるのだと思います。

（野洲市市民健康福祉部市民課）

事例紹介18　地域の取組

岩手県消費者信用生活協同組合の多重債務者支援

１　はじめに
　岩手県消費者信用生活協同組合（信用生協）とは、「協同互助の精神」に基づき、相談・
貸付事業を行う生協法人として昭和44年県知事の認可を受けて設立された生協法人です。
64年には、自治体からの預託金を基にし、地元の金融機関からの協調融資を受け、岩手弁
護士会消費者問題対策委員会との連携のもと消費者救済資金貸付制度を創設しております。
　この制度には、県内35市町村のうち、34市町村が参加し、全国に例のない多重債務者支
援のシステムとなっております。
２　多重債務者支援
　信用生協の相談・貸付事業は、くらしの安全・安心に資することを趣旨として、多重債
務に悩む方に焦点を当てております。貸付事業による融資は、弁護士が利息制限法での引
きなおし計算により債務者の債務を圧縮した後の一括整理資金として活用することを主な
目的としています。

３　信用生協の自殺問題とのかかわり
　全国的に見ても、働く世代では、経済問題が自殺の最大の原因となっています。そのた
め、借金を残して自殺した家族の債務整理、あるいは相談者自身の自殺など、多重債務の
相談も自殺の問題と向き合わないわけには行かない状況にあります。

健康推進課
（精神障害者支援）社会福祉課

（生活保護・障害者支援）

児童家庭課
（DV・母子自立支援）

学校教育課
（教育・子育て支援）

地域総合センター
（地域生活者支援）

都市計画課
（市営住宅家賃）

税務課（納税推進室）
（滞納税金・納税相談）

保険年金課
（国民健康保険・国民年金減免）

商工観光課
（就職困難者支援）

市民課
（総合相談窓口）
・消費生活相談
・弁護士法律相談
・行政相談
・住民相談

• 警察
• 医療機関
• 高齢・障害者福祉施設団体
• 滋賀クレサラ被害連絡会
• 被害者の会

滋賀弁護士会
　• 平日／毎日　多重債務当番弁護士開催（一日５人）
滋賀司法書士会
　• 無料相談会開催（一日12人）
　• 大津地区　第２、第４土曜日
　• 彦根地区　第３土曜日

総務課→職員研修
生涯学習課→市民啓発講座
広報秘書課→野洲市広報

地域包括支援センター
（成年後見制度支援）
社会福祉協議会
（権利擁護サービス）
（生活福祉資金貸付）

など

高齢福祉課
（介護・高齢者支援）

＜野洲市・市民相談窓口ネットワークを活用した多重債務相談取組＞


